
１ はじめに
アメリカでは， 世紀初頭より （

労働統計局，以下
）の標準生計費が，マーケットバスケッ

ト方式で算定されてきた。標準的な家族構成
の世帯が，ふつうの生活を営むために必要と
される生活費を一定の理論・方法から算定し
たものが標準生計費である。

世紀初頭から第二次大戦後にかけてい
くつか標準生計費が算定されていく中でアメ
リカ連邦政府が問題としたのが，科学的な基
準（ 〈 〉，食料の場
合はカロリーなど専門機関の推薦基準）がな

い費目の費目量の決定方法である。第二次大
戦後に算定された の標準生計費は，こ
の問題の解決に取り組んだものである。

世紀初頭に が算定した標準生計費
の意義と限界については，村上（ ）で説
明されている。そこでは， 世紀初頭に連
邦政府によって算定された標準生計費が，対
象地域を限定しており，標準的な労働者の生
活を表すことができなかったことが指摘され
た。
本稿では， 世紀初頭以降から第二次大

戦後までの連邦政府による標準生計費を方法
論のみならず歴史的社会的背景から吟味・検
討し，その意義と限界の明示を目的とする。
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要旨
本稿の目的は，大恐慌期から第二次大戦後にかけてアメリカ連邦政府（ ・
）が算定した標準生計費について，その理論と方法の基本的内容を明らかにし，

それが内包する問題点について考察することである。この期の標準生計費は算定対
象地域の拡大という点で意義のあるものである。しかしながら， ・ による
標準生計費が二つの問題点を抱えるものであることが明らかになった。
第一は，地域特有の消費習慣を考慮せず価格付けしていくという方法をとったた
め，結果として，実態生計費と標準生計費の費目毎の違いが大きくなったことであ
る。第二は，第二次大戦後に が食料と住居以外の費目の算定方法（ － － 法）
を提示するが，その不十分な仮定・方法により，食料と住居以外の費目において実
態と標準生計費の間に大きな乖離を生み出す結果となったことである。
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２ 大恐慌期における連邦政府の標準生計費
2－1  大恐慌期の標準生計費と第二次大戦後

の標準生計費の関係
大恐慌期から第二次大戦後にかけて連邦政
府は，標準生計費を二回算定している。一つ
は， ～ 年に （

，以下 と略）が算定した標
準生計費であり，もう一つは，第二次大戦後
に が算定した標準生計費である。これ
ら二つの標準生計費には以下のような関係が
ある。
第二次大戦後において，賃金率の決定のた
めの資料として連邦政府が示すことのできる
標準生計費は， が大恐慌期に算定した
標準生計費のみであった。 年に米下院
において生計費に関する議会公聴会が開かれ，
その中で，当時の労働長官代理 は
新たな生計費研究プログラムの必要性を述べ
た。生計費研究プログラムの必要性は，次の
ような理由から出されたものである。それは，

～ 年に が算定した標準生計費が，
社会経済状態の変化の中で，もはや労働者の
実態を表しているものではなくなってしまっ
たということである。 は議会公
聴会の中でこの点について，「 は の
賃金率をさまざまな地域で固定するために，

が単独で責任を持つ二つの生計費を開
発した。ひとつは緊急生計費（

）として知られ，もうひとつは維持生
計費（ ）として知られて
いる。緊急生計費が表す生活水準は非常に低
い生活水準なので，それについて述べた声明
にはこのような言葉が挟まれている。“この
水準で家族は，限られた期間は生活できるが，
その後も続くなら健康を危険にさらす” と。
維持生計費水準は緊急生計費水準よりは高い
生活水準を表すけれども，それでもまだ比較
的低い生活水準である。それは救済事業に参
加する労働者（ ）のための
生計費である。 は の維持生計費が

家族にとって十分であったと言ったことはな
い」と述べている ）。

が算定した標準生計費が，第二次大
戦後の労働者の生活実態とかけ離れたものと
なってしまったとの認識から， は
新たな標準生計費算定プログラムとそれへの
予算の配分を議会に求めた。では， の
標準生計費とは何か。その算定の歴史的社会
的背景ならびに算定方法について，次節以降
で検討することとする。

2－2 WPAの賃金政策
先の の議会証言にもあるよう

に， は，二つの生活水準を設定し，そ
れらを表すために二つの生計費を算定した。

が算定した二種類の生計費は， の
救済事業に参加する労働者の賃金率の決定・
調整のために算定されたものであった。ここ
では， の二種類の生計費水準がどのよ
うな水準であったのかを，当時の の賃
金政策から見ておくこととする。

年に発足した連邦資金割当機関であ
る は，各地方自治体が計画・立案する
救済事業（ ）を審査し，実施さ
れた救済事業に連邦資金を割り当てた。

（ ）によると，
が連邦資金を支出した救済事業の主な

ものに建設事業（新規建設，修繕）があり，
資金の ％はそこに投入された。残りの
％は，非建設事業（教育，専門，事務職）

へ投入された ）。 は，救済事業に参加す
る労働者に支払われる賃金額を決定した。

（ ）によると， が策
定する賃金は，保障賃金（ ）と
呼ばれ，それは労働の長さ（労働時間），労
働の種類（職業・技術），労働の場所をもと
に決定されるものであった。具体的には，大
統領によって決定される支払可能な月額と

事務官によって決定される労働時間に
よって「月収一覧表（
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）」がまず決定されることとなる。
月収一覧表は，人口規模によって都市・郊外
を五つのグループに分類したものである。
保障賃金の決定において，以下の二つの点
が考慮された。第一は，政府に雇用されてい
る労働者を民間企業に向かわせるインセン
ティブ，すなわち，民間企業よりも安い賃金
でなければならないということである。第二
は，政府により仕事が与えられているという
ことを労働者に自覚させるということである。
前者の観点をとれば，賃金は低く抑えられる。
一方，後者の観点をとれば，賃金は高く設定
されることとなる。なぜなら，仕事を与えた
としても，慈善による給付等より賃金が低け
れば，労働者は働かないことを選択するから
である。

が 年に発足するまでは，救済事
業に参加する労働者への賃金は，連邦緊急救
済局（ ，
以下 ）の賃金政策の基本原理である予
算不足（ ）原理によって
設定されていた ）。 は連邦の行政機関
であり，救済事業を実施する州の救済機関へ
交付する補助金の管理・運営を担う組織で
あった ）。州・地方の救済機関は，救済事業
に参加する労働者の世帯収入と世帯のニード
の差額を計算し，その差額を賃金として支
払った。予算不足原理の問題は，第一に，世
帯のニードと収入を，当局が逐一把握しなけ
ればならないことであり，第二に，救済事業
に参加する労働者は， が決定した一定
の賃金率を元に，世帯のニードと収入の差額
を埋める分（労働時間）だけしか働くことが
できないということであった。 として
は，世帯のニードが様々なので，労働者の労
働時間を統一することができなかった。
このような の賃金政策を問題とした
は，保障賃金政策をもとに，救済事業

に参加する労働者の賃金を決定するように
なった。月収一覧表に記載された賃金額は，

のものよりも高かったが，保障賃金政
策導入当初の賃金額は地域によって大きく異
なっていた。 が決定した賃金額は，南
部郊外の不熟練労働者の ドル（月額）から，
北部都市の専門的・技術的労働者の ドル
（月額）まであり，それは差別的でさえあっ
た ）。
不熟練労働者の賃金は， 年以降にな

ると段階的に引き上げられるようになった。
なかでも 年の緊急救済歳出予算法（

）
の制定は， の賃金政策に大きな影響を
与えるものであった。同法は，地域間の生計
費（ ）の違いをもとにして，救
済事業に参加する労働者の月収に差をつける
こと，そして，月あたり 時間の標準労働
時間の設定を規定している。法律制定の目的
に，保障賃金の地域間格差の縮小がある。地
域間での生計費の違いを説明するために，

の標準生計費等が用いられた ）。

2－3 WPAの標準生計費
2－3－1  標準生計費目の決定と品目の量の計

算方法
政策当局は地域間の賃金格差の縮小を意図

していたが，その説明のためには，地域間で
の生計費の差を捉える必要があった。
の中では，生計費（ ）という言
葉をどのように解釈するか，そして生計費を
どのように測定するかということが問題と
なった。一つの解釈・方法として，一定の（地
域によって変化しない）生活があり，それを
維持するために必要な金額を生計費として表
す方法がある。現在で言う，標準生計費であ
る。もう一つは，各地域で異なる生活（消費
習慣を含む）があり，それらを維持するのに
必要な金額を生計費として表す方法である。
これは，現在で言う実態生計費となる。
当局にとっては， 年の緊急救済歳出

予算法が実施されるまでに，最新の，なおか
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つ地域ごとに算定された生計費が必要であっ
た。基本的に，どちらの方法を採用するにし
ろ，算定結果を出すまでには膨大な時間がか
かる。ただし，地域別の消費習慣などを考慮
するという点で，後者は前者よりも生計費算
定における技術的な困難が多い。このような
状況から， の標準生計費を含むいくつ
かの生計費が地域間の賃金格差の縮小のため
の資料として用いられた ）。基本的にこれら
の生計費は，先に説明した解釈・方法のうち
前者を採用したものである。

の標準生計費の算定は，
（ ）によってなされた ）。標準生計
費を算定するために，彼女はまず二つの生活
水準を設定した ）。それは，維持（

）生計費水準であり，緊急（
）生計費水準であった。二つの生計費水準
が表す生活の内容は，先に記した
の議会証言にあるとおりである。
標準生計費の内容とその価格付けの方法を
表 に示している。彼女が作成した二つの標
準生計費には，以下のような共通部分がある。
その第一は，資産の少ない未熟練肉体労働者
が世帯主である 人世帯を対象としているこ
とである。第二は， 人世帯が ～ 部屋の
家またはアパートに住み，屋内に風呂と便所
があり，ガス，氷（電気冷蔵庫がなく，食料
の保存のために購入），電気（照明やラジオ，
アイロンのため），ラジオが認められている
ということである。第三は，新聞や週に一度
の映画を認め，医療への出費が可能で，社会
的に必要な衣服，家具，備品を認めていると
いうことである。他に，乗車賃や税金なども
含まれている。一方，二つの標準生計費の異
なる部分として，緊急生計費に安い住宅があ
てられていること，衣服，備品の取り替え回
数を少なくしていること等がある。
表 にあるとおり，彼女はマーケットバス

ケット方式を採用している。また，標準生計
費の費目の中に含まれる品目の量の決定方法

は，詳細である。彼女の標準生計費算定の目
的が，二つの生活水準を客観的に測定するこ
とだけではなく，その地域間の違いを客観的
に測定することにもあったため，気候の違い
に大きく依存する品目（家庭用品等）の量の
決定方法は多岐にわたっている。
バスケットの中身には，食料，衣服，衣服

保全，個人ケア，住居に加え，家庭用品とし
て燃料，氷，電気，家庭必需品（洗剤など），
家具・服飾品・備品，ゴミ処理（地域によっ
ては，世帯がゴミ処理の料金を直接または税
として支払っていた），水（賃貸料に水道料
金が含まれず直接の料金を請求される場合）
が含まれ，雑費として医療，移動，学校，レ
クリエーション，生命保険，教会，税が含ま
れている。
このように，標準生計費の費目の中に含ま

れる品目の量が決定され，その後，地域ごと
に価格調査がなされた。それまでの連邦政府
（ ）は，標準生計費を算定する際，地域
を限定して標準生計費を算定した。 年
代に， は標準生計費の算定対象地域を次
第に拡大していった。しかしながら，彼女が
標準生計費の算定の対象とした都市数は
都市であるため，新たに価格調査を行う必要
があった。 が調査していた品目について
はその調査結果を取り入れ，調査が不十分な
品目については新たに調査を行っている。地
域性に依存しない品目については，全都市の
平均価格が充てられ，地域性に強く依存する
品目については，地域ごとの平均あるいは当
該地域にあるチェーン店の価格が充てられて
いる。また，当該地域にある店・価格を全て
調査するのではなく，調査対象を有意に抽出
している ）。

2－3－2 標準生計費算定結果と実態
以上のようにして標準生計費に含まれる品

目が決定され，価格調査がなされ， の
標準生計費は算定された。緊急生計費水準の
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場
合
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（
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別
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：
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：
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。

↓
：
春
か
ら
秋
の
平
均
を
も
っ
て
，
月
当
た
り
平
均
と
す
る
。（
実
務
上
）

・
．
氷

：
電
気
冷
蔵
庫
が
普
及
し
て
い
な
い
こ
と
に
よ
る
。

：
燃
料
と
同
じ
よ
う
に
，
気
候
に
よ
る
。

・
．
世
帯
必
需
品
：
世
帯
規
模
別
必
要
量

：
緊
急
水
準
で
は

％
割
引

ガ
ス

世
帯
人
数
別

月
当
た
り
必
要
量
（
気
候
分
類
別
，
天
然
・
商
品
別
）

照
明

他
子
供
の
数
別
分
類

季
節
別
分
類

部
屋
数
，
照
明
（
利
用
時
間
，
時
間
あ
た
り
キ
ロ
ワ
ッ
ト

ラ
ジ
オ
，
ア
イ
ロ
ン
（
キ
ロ
ワ
ッ
ト
）

氷
食
料
保
存
に
氷
が
必
要
な
月
数

週
あ
た
り
必
要
量

気
候
別
分
類

家
庭
必
需
品

項
目

家
庭
規
模
別
，
単
位
あ
た
り
費
用
別
，
必
要
量
別

電
話
・
郵
便

世
帯
形
態
別
分
類

商
品
別
，
サ
ー
ビ
ス
別

水
ゴ
ミ
処
理

家
具
・
服
飾
品
・
備
品

リ
ビ
ン
グ
な
ど
部
屋
の
用
途
別
に
大

分
類

項
目

平
均
単
価
×
備
え
付
け
数
×
子
供
の
数
別
分
類

・
初
期
費
用
（

）
の
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
て
維
持
費
を
計
算
す
る
。

・
維
持
費
は

に
よ
る
と
，
初
期
費
用
の
％

→
品
目
と
し
て
含
ま
れ
る
商
品
が
安
価
な
物
で
あ
る
た
め
，
こ
の
比
率
は

％
（
緊
急
水
準
で
は
％
）

医
療

大
分
類

項
目

人
あ
た
り
の
年
間
医
療
サ
ー
ビ
ス
量
×
サ
ー
ビ
ス
単
価
÷

・
緊
急
水
準
一
人
あ
た
り
費
用
は
，
維
持
水
準
の

％
と
す
る
。

移
動

・
公
共
交
通
機
関
の
利
用
と
料
金
か
ら
計
算

・
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
で
年
間

日
働
く
と
す
る
。

・
子
供
の
数
，
年
齢
別
と
，
登
校
日
数

・
計
算
式
は
以
下
の
と
お
り
。

＝（
）＋
（

）＋
…（

）（
）＋
（

）＋
…（

）

＝（
）＋
（

）＋
…（

）（
）＋
（

）＋
…（

）

＝
仕
事
の
た
め
の
移
動
に
必
要
な
料
金

＝
仕
事
を
得
る
た
め
に
移
動
費
を
支
払
わ
な
く
て
は
な
ら
な
い
労
働
者
の
比
率

＝
第
一
児
が
学
校
に
行
く
た
め
に
必
要
な
移
動
料
金

＝
登
校
の
た
め
に
移
動
費
の
必
要
な
第
一
児
の
比
率

＝
年
あ
た
り
登
校
日
の
二
倍

＝
第
二
児
以
降
の
登
校
に
必
要
な
移
動
費

＝
第
二
児
以
降
の
登
校
日
の
二
倍

＝
登
校
の
た
め
に
移
動
費
の
必
要
な
第
二
児
以
降
の
比
率

学
校

維
持
水
準
と
緊
急
水
準
の
額
は
同
じ
。

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン

新
聞

・
維
持
水
準
は
週
日

・
緊
急
水
準
で
は
図
書
館
な
ど
で
読
む
と
す
る
。

・
維
持
水
準
で
は
週
回
，
緊
急
水
準
で
は
月
回
と
す
る
。

・
維
持
水
準
で
月
あ
た
り

セ
ン
ト
。

・
維
持
水
準
で
週
あ
た
り

セ
ン
ト
，
緊
急
水
準
で
月
当
た
り

セ
ン
ト

映
画

組
合
・
教
会

た
ば
こ
・
玩
具

ラ
ジ
オ

教
会
な
ど
へ
の
寄
付

・
週
あ
た
り
人
セ
ン
ト

生
命
保
険

・
生
命
保
険
料
と
し
て
，
男
性
年
当
た
り

ド
ル
，
女
性
週
当
た
り

セ
ン
ト
，
子
供
人
セ
ン
ト

税
金

・
人
頭
，
職
業
，
学
校
に
か
か
る
税
を
地
域
別
に

・
消
費
税

・
個
人
資
産
税
は

ド
ル
ま
で

（
出
所
）

（
）
よ
り
作
成
。
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維持生計費水準に対する割合は，約 ％で
ある。ここでは， の標準生計費を実態
生計費との関係から見ておく。

年代には， が他機関と協力して
継続的に実態生計費調査をおこなっていた。
ただし， が 都市すべてについて実態
生計費調査を実施しているわけではなかった。

（ ）では， 都市のうち
都市が選択され，標準生計費と実態生計費の
比較がなされている ）。比較表は表 である。
標準生計費と実態生計費を比較すると，年
間で ドル～ ドル程度の開きがある。また，
都市により標準生計費と実態生計費の差が大
きい費目が異なる。
先に述べたように，政策当局は地域間の賃
金格差の縮小を目論んでいた。では，

の標準生計費から見た地域間の生活水準の違
いはどのようになるのであろうか。次にそれ
を見ておくこととする。図 は， が算定
した 都市の維持生計費水準をグラフ化し
たものである。グラフ中にある水平線は，
都市の維持生計費水準の平均を表している。
図 から標準生計費合計の都市間の差が小さ
いことが分かる。

2－3－3  WPA標準生計費のWPA賃金政策へ
の影響

政策当局が，救済事業に参加する労働者の
地域間の賃金格差を縮小することを目論んで
おり，地域間の生計費の違いを説明するため
に用いられた資料の一つが， と他局の
生計費算定結果であったことは，先に述べた

表２ 標準生計費と実態生計費の比較

世帯数
（世帯）

平均世
帯人員
（人）

生計費・
消費支出
（ドル）

費目別金額 ）（ドル）

合計 食料 衣服・
衣服保全 個人ケア 住居 家庭用品 ） 家具・服飾

品・備品 医療 移動 レクリエー
ション 他 ）

都市平均 標準生計費
消費支出

－

マンチェスター 標準生計費
消費支出

－

ボストン 標準生計費
消費支出 ）

－

ニューヨーク 標準生計費
消費支出 ）

－

ロチェスター 標準生計費
消費支出

－

コロンバス 標準生計費
消費支出

－

デトロイト 標準生計費
消費支出 ）

－

リッチモンド 標準生計費
消費支出

－

バーミンガム 標準生計費
消費支出

－

ニューオリーンズ 標準生計費消費支出
－

シアトル 標準生計費
消費支出

－

（原注）
）比較のために組み替えている。標準生計費は保険を含むが消費支出調査には含まれない。消費支出調査には債務の利子が含まれる
が，標準生計費には含まれない。
）家具・服飾品・備品を除いている。
）重要でない費目も含まれる。
）消費単位当たり支出（成人男性を とした場合の消費額）が ドル未満と ～ の世帯を加重平均した。

（出所） （ ）， ， に加筆。
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図１ 都市間の維持水準の違い
（出所） （ ）， － ， より作成。

表３ 1935年と1939年の賃金一覧表の比較
（ 年，単位：ドル）

郡内（ ）の地方自治体
（ ）の 年人口 未熟練 中間 熟練 専門または

技術
地域Ⅰ

人以上
～
～
～
未満

地域Ⅱ
人以上
～
～
～
未満

地域Ⅲ
人以上
～
～
～
未満

地域Ⅳ
人以上
～
～
～
未満

注）地域Ⅰ．コネチカット，メイン，マサチューセッツ，ニュー
ハンプシャー，ニュージャージー，ニューヨーク，
ペンシルベニア，ロードアイランド，バーモント，
イリノイ，インディアナ，ミシガン，ミネソタ，
オハイオ，ウィスコンシン，アリゾナ，カリフォ
ルニア，コロラド，アイダホ，モンタナ，ネバダ，
ニューメキシコ，オレゴン，ユタ，ワシントン，
ワイオミング

地域Ⅱ．アイオワ，カンザス，ミズーリ，ネブラスカ，ノー
スダコタ，サウスダコタ，デラウエア，コロンビ
ア特別区，メリーランド，ウエストバージニア

地域Ⅲ．アーカンソー，ケンタッキー，ルイジアナ，オ
クラホマ，テキサス，ヴァージニア

地域Ⅳ．アラバマ，フロリダ，ジョージア，ミシシッピ，ノー
スカロライナ，サウスカロライナ，テネシー

（出所） （ ）， ， （ ）， より引用。

（ 年，単位：ドル）
郡内（ ）の地方自治体
（ ）の 年人口

未熟練
「 」

未熟練
「 」 中間 熟練 専門または

技術
地域Ⅰ

人以上
～
～
未満

地域Ⅱ
人以上
～
～
未満

地域Ⅲ
人以上
～
～
未満

注）地域Ⅰ．コネチカット，デラウエア，コロンビア特別区，イリノイ，
インディアナ，アイオワ，メイン，メリーランド，カンザス，
マサチューセッツ，ミシガン，ミネソタ，ミズーリ，ネブ
ラスカ，ニューハンプシャー，ニュージャージー，ニュー
ヨーク，ノースダコタ，オハイオ，ペンシルベニア，ロー
ドアイランド，サウスダコタ，バーモント，ウエストバー
ジニア，ウィスコンシン

地域Ⅱ．アリゾナ，カリフォルニア，コロラド，アイダホ，モンタナ，
ネバダ，ニューメキシコ，オレゴン，ユタ，ワシントン，
ワイオミング

地域Ⅲ．アラバマ，アーカンソー，フロリダ，ジョージア，ケンタッ
キー，ルイジアナ，ミシシッピ，ノースカロライナ，オク
ラホマ，サウスカロライナ，テネシー，テキサス，ヴァー
ジニア
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とおりである。
年と 年の の賃金一覧表を表

に示す。地域の分類や労働者の技術レベル
の区分が若干変化しているが，南部郊外の不
熟練労働者の保障賃金は ドルから ド
ルへと上昇している。
地域で異なる生活水準を，生計費目に含ま
れる品目の数と量を固定して測定した
の標準生計費は，標準生計費の算定対象地域
の拡大という点で評価される。しかしながら，
その算定方法は，設定した各生計費目の中に
含まれる品目に対して各地域の平均価格を充
てるという方法であり，生計費目に含まれる
財やサービスの個別品目の選択の理由につい
ては何ら明示されていない ）。費目に含まれ
る品目数とその量の決定は の恣
意性に，そして価格付け等は当時の調査体系
に制約されている。残された問題は多かった
のである。

３ 第二次大戦後のBLS標準生計費
3－1  第二次大戦後のBLSの標準生計費算定

の歴史的社会的背景
世紀初頭から第二次大戦後までの間に，
は標準生計費の算定結果を二度発表して

いた。これに， の標準生計費研究への
協力を加えると， は第二次大戦後までに
三度，標準生計費を発表してきたこととなる。
第二次大戦後までの の標準生計費は，
マーケットバスケット方式を採用していた。
算定対象地域は限定されていたが，家計，消
費，物価に関するデータが に蓄積され
ていく中で，標準生計費算定の対象地域を拡
大することが可能となっていった。一方で，
この過程は，各地域の消費習慣等の要素が
の標準生計費から取り除かれていく過程

であるとも言える。すなわち，品目数とその
量を固定し，地域ごとの財・サービス価格を
用いて生計費を算定するという方法に変化し
ていったのである。この理由について，

（ ）は，「最近までは，ほとん
どの家庭生活研究は，賃金稼得者や農民を対
象としており，初期，すなわち 世紀後半は，
調査者は生活標準が国籍，産業・職業，地理
的位置で変わるだろうと想定していたが，…
（中略）…所得と地域性が生活水準に影響す
る基本的な要素として受け入れられるように
なった」と述べている。このように，労働者
世帯の標準生活は，地域の気候と所得が一定
の場合には異ならないということを仮定する
ようになっていったのである ）。

が新たな生計費研究プログラムを立ち
上げた理由は先に述べたとおりである。公聴
会では，上記以外に，マーケットバスケット
方式で標準生計費を算定する場合に入り込む
算定者の主観をいかに取り除くかということ
について議論がなされた ）。 は第二次大
戦後の生計費研究の中でその問題点の解決に
取り組んでいった。以下で， 標準生計費
の特徴を見る。

3－2 第二次大戦後のBLS標準生計費の特徴
3－2－1 算定方法について
第二次大戦後までに連邦政府が提起した生

活水準概念については上記ならびに村上
（ ）を参照されたい。社会・経済の発展
と制度の発展の中で，生計費算定者が表そう
とする生活水準は，ただ単に食べていけるだ
けの生活水準から文化や教養を加味した生活
水準へとシフトしていった。第二次大戦後に
が算定した標準生計費が表す生活水準は，

「慎ましやかではあるが十分な（
）」生活水準である。具体的には，

健康，能率，子供の養育，社会参加，自己尊
厳や他者の敬意，を維持できる生活水準とし
て定義されている。この生活水準概念が示す
ように，それは生存ぎりぎりの生活水準でも
なければ贅沢な生活水準でもない。

歳の雇用労働者である夫，主婦である
歳の妻，ともに学校に通う 歳の男児，
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歳の女児で構成される四人世帯が，生計費算
定の対象となる標準世帯である。 は他の
世帯規模について標準生計費の調整を試みて
いる ）。ここでは，標準四人世帯についての
標準生計費の算定方法を見ておく。
以下の説明のために， が「科学的な基

準のある費目」として提示しているものと，
「科学的な基準のない費目」として提示して
いる費目について述べておく。なお， の
言う「科学的基準」とは，費目の中に含まれ
る品目の数と量を決定する際に，その根拠と
なる客観的な基準のことであり，具体的には，
食料における栄養基準のような専門機関の推
薦する基準である。
「科学的な基準のある費目」として が
提示したのは，食料費と住居費である。食料
費は， 年に米科学アカデミー内に設立
された

が推薦する栄養基準をもとに，
当時の食習慣を加味して品目の数と量が決定
された ）。一方，住居費は，アメリカ公衆衛
生協会（
）の住居衛生委員会（

）が，健全な住居として推薦して
いた住宅基準をもとに品目の数とその量が決
定された ）。
次に，「科学的基準のない費目」，すなわち，
専門機関による推薦基準がない費目の品目の
量の決定方法についてみることとする。「科
学的な基準のない費目」として が提示
しているものは，衣服費，家具・備品費，移
動費，娯楽費，医療費，雑費である。食料費，
住居費以外に， が標準生計費の費目とし
て組み入れたもののほぼすべてということに
なる。費目の中に含まれる品目の量の決定の
ために が設けた仮定は，以下の つから
構成される ）。それは⑴購入量（消費量）は
所得の上昇にともなって規則的に増加しやが
て逓減する。⑵低所得層間での購入量の違い
を説明するのは，購入品の量の違いである。

⑶高所得層間での購入量の違いを説明するの
は，購入品の質の違いである。 は，需要
の所得弾力性による分析から，住居と食料以
外のほぼすべての費目の品目量を決定した。
分析には所得階級別の品目の購入量を捉えた
実態生計費が必要となる。

は実態生計費から法則を導き出し，そ
こから費目の中に含まれる品目の量を決定す
る客観的な基準を設定した。この の方
法は現在 － － 法（ － －
）と呼ばれている。ここで， が提示し
た生計費目の中の品目量の決定方法を図 に
示し，その結果を簡単に見る。

は，衣服，織物服飾品については，図
の 字型の曲線が当てはまったという。し
かしながら，家具，備品の購入率は所得階級
間で大きく異ならないということ，購入済の
家具と新たに購入する家具との関係をとらえ
たデータがないことなどが によって指
摘されている ）。当然，衣服費のように満足
な分析結果は得られていない。移動費は，自
動車や電車での移動距離と地域の公衆の乗物
での旅行回数とを合成したもので測定された。
ただし，移動の手段，量は，地域規模やその
位置等で異なる。 は自動車保有者数と地
域の公共交通機関の利用状況から，ニュー
ヨーク，シカゴ，フィラデルフィアの三都市

量（生計費水準の％)

0

所得（生計費水準の％)

200

50

100

150

200 250 300 35050 100 150

図２ 生計費水準の決定
（出所） （ ）， よ

り引用。
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とその他という二つのグループに生計費を分
けている ）。医療費は，医者の自宅・オフィ
スへの訪問回数から算定された ）。他の財，
サービスで，衣服費と同様の方法で決定され
た費目として「読み物・レクリエーション」，
「個人ケア」，「交際」がある ）。

3－2－2  費目に含まれる品目の量の決定方法
の吟味

以上のような費目の中の品目量の決定方法
は，労働力の再生産費としての理論生計費の
算定方法として妥当なのであろうか。 も
述べているように，図 のような購入量と所
得との関係がすべての品目に当てはまるわけ
ではない。ひとつの方法を食料と住宅以外の
ほとんどの費目に当てはめているために，費
目の中に含まれる品目の量それぞれの間で整
合性がとれない可能性がある。

－ － 法の問題点として，労働科学研究所
（ ）は，品目の選択の仕方に問題がある
ことを指摘する。 も食料と住居以外の品
目の選択は標準生計費算定者の判断に委ねら
れることを述べている。また， は，所得
と財・サービスの購入量の関係は， 字型の
ロジスティック曲線で表すことが可能であり，
購入量の所得弾力性が最大の点が「量から質
への転換点（ ）」であると見なし，
その点を食料と住居以外の費目に含まれる品
目の量として採用したが，
（ ）は， 字型の曲線が垂直に限りなく
近づく点（ ）の所得水準と
弾力性が最大になる点（
）の所得水準は必ずしも一致しないこと

が － － 法の問題点である言う ）。
の標準生計費が持つ限界を以下の三点

にまとめることが出来る。第一の限界は，
の標準生計費の食料と住居費以外の費目

に含まれる品目の量は，十分と不十分を分け
る基準ではなく，また，食料と住居以外の費
目に含まれる品目の選択は算定者の判断に委

ねられていることである。第二の限界は，
－ － 法それ自体の限界である。先にも述べ
たように，購入品の量と所得水準の関係を見
た場合，品目によっては必ずしも 字型の曲
線が当てはまるとは限らない。また，需要の
所得弾力性が最大となる点は，品目によって
様々である。標準生計費の総額が ドル
であったとしても各費目には所得が ド
ル，あるいは， ドルの世帯が購入する
程度の品目量が含まれる場合がある。第三の
限界は，算定の対象となる地域である。すな
わち， が標準生計費算定の対象地域とし
ていたのは都市であり，郊外の生計費につい
ては分からない。加えて，都市の雇用労働者
世帯が対象である。都市以外に居住する雇用
労働者世帯や農家世帯は標準生計費の算定対
象になっていない。

都市についての算定結果表を表すこと
は紙幅の関係から不可能なので，ここでは，
算定結果の一例として，また，後に述べる実
態生計費調査との比較のために，ワシントン

の算定結果を表 に示しておく ）。

3－2－3  BLSの標準生計費算定と当時の実態
生計費調査

ここまで述べてきたように， 年代か
ら第二次大戦後までの政府の標準生計費には，
それ以前の標準生計費にはない，複数の都市
の標準生計費の算定という大きな特徴がある。
その背景には，種々の調査の実施・発展があっ
た。とりわけ，第二次大戦後の の標準
生計費における客観的な基準のない費目の品
目の量の決定方法の背後には，所得と消費に
関する研究の蓄積と，それらに用いられる調
査の発展があった。この点について篭山京
（ ）は，「これらの業績を通じて，いくつ
かの事実が明らかにされてきたのであるが，
その要点は，家計支出と費目別支出の実額と
の関係（エンゲル線）あるいは家計支出と費
目別支出の百分比との関係（エンゲル係数線）
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は ， の考えていたような直線で
はなくて，それをふくむ一般的な曲線で表せ
るということ，さらにこの曲線式を決定する
条件は消費財（＝生活用品）の緊要度，需給
の弾力性であるということであった」と述べ
ている ）。
先にあげた図 は， が他機関との協力

のもと，ニューディール期から第二次大戦後
にかけて実施した の実態生計費調査の諸
結果を参考に提示されたものである。ただし，
の調査資料を全て入手することは困難で

あった。よって，入手可能であった資料のう
ちから が標準生計費算定のために利用

した主なものをあげ，検討することとする。
が標準生計費算定のために参考にした

調査のうち主なものに， － 年実施
の『賃金稼得者および事務労働者の貨幣支出
調査』， － 年に実施された『消費者
購買調査』， 年に発表された『戦時家計
支出・貯蓄調査』， 年に実施された『
年世帯支出調査』がある。『消費者購買調査』
と『戦時家計支出・貯蓄調査』は， の
資金提供をもとに， と農務省家庭経済局
（ ）が協力して実
施した調査である。『 年世帯支出調査』
は戦後に新たに実施された標本調査である。

表４ ワシントンD.C.における標準生計費の内容
（単位：ドル）

食事 ） 住居 ） 衣服 ）

家での食事 ） 賃貸料，熱，電気，
ガス，水道 ） 家具 ） 備品 ） 夫 妻 男児 女児

ワシントン， 年 月

ワシントン， 年 月

構成比 年 月

構成比 年 月
医療 移動費 ）

医療，歯科
サービス 夫 妻 男児 女児 病院

サービス ）
支給品，
めがね 車あり ） 車なし

他のモノと
サービス

他の
支出 ）

算定
生計費 ）

書物とレクリ
エーション ） 個人ケア ） タバコ ） 公立

学校費 ）
贈り物，
寄付 ） 雑費 ） 税 ）

（原注）
）購入される，または，自宅外で消費される食事，飲み物と間
食を含む。
）仕事，学校に持っていく昼食を含む。
）地代，暖房燃料，電気 ガス 水道，家具，世帯必需品
）特定の住宅基準を満たす住宅に住む住人によって払われる賃
貸料の平均（燃料，電気等の費用，地域による変化は考慮さ
れる）。

）家具；洗濯機のような装置，皿，モップ，調理道具のような
家庭用品
）掃除のための石鹸，紙，ごみ処理費用
）気候によって異なる場合はそれを考える。
）団体入院計画のあるところではその会員費用を表す。
）自動車所有者の平均は人口 以上と人口 ～

人の都市それぞれで加重平均
（出所） （ ）， より作成。

）自動車購入の平均配分を含む。
）新聞，雑誌，ラジオ，映画，おもちゃなど
）散髪，理容サービス等
）シガレット，シガー，パイプタバコ
）公立学校で用意されないテキスト，学校行事のための支出の
平均
）クリスマス，誕生日のプレゼント，寄付，地域福祉
）自宅外での宿泊，子供のための音楽，ダンスレッスン，雑費
のうち ドルはコミュニケーション（電話，はがき，便せん）
への出費
）税，生命保険，雇用保険，職業的な出費（組合費等）
）人頭税のような，政府と地方所得税，個人税
）この額は［生計費用の試算］と呼ばれる，それは，保険，職
業的な支出が国の平均で求められ，税は地方，国の要求を基
礎に課せられるからである。
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では，調査費目についてみておこう。各調
査の調査費目と 標準生計費の費目とを
比較したのが図 である。図 を見ると，各
実態生計費調査と標準生計費の費目はほとん
ど同じになっていることが分かる。 の標
準生計費はこれらの実態生計費調査を参考に
費目を決定しているためである。

3－2－4 BLS標準生計費と実態生計費の比較
標準生計費の算定結果を労働者の生活実態
との関係から見ておくこととする。全 都
市の標準生計費と実態生計費を比較すること
は，紙幅の関係上不可能である。
（ ）が，ワシントン ，リッチモンド，
マンチェスターの『 年世帯支出調査』
結果を報告しているので，それを用いて比較
する。
まず， の標準生計費が各都市のどの所

得階層の実態を表しているのかを，所得階級
別の平均支出から見ておく。表 には，所得
階級別の世帯数と平均世帯人員数ならびに平
均支出を示している ）。先の表 に示したワ
シントン の 年の標準生計費の総額
は， ドルである。表 と表 より，
の標準生計費は所得階級が ～ ドル
の世帯の平均支出額とほぼ同じであることが
分かる。

そこで，三都市における所得階級 ～
ドルの世帯の平均消費支出と標準生計

費を比較し， の標準生計費が実態と比較
してどのような位置にあるのかを考察するこ
ととする。表 に三都市の実態生計費と
の標準生計費を示している。
費目にある収支を見ても分かるとおり，所

得が ～ ドルの世帯は借金をしてお
り，一方で，標準生計費においては借金が認
められていないため厳密に比較することは困
難である。しかしながら，実態では， が
標準生計費を算定する際に想定した住宅衛生
基準に満たない住居に住み，家具や備品に多
くの支出を行っているということが分かる。
また，「他」に含まれるほとんどの費目にお
いては，実態生計費の額が標準生計費の額を
上回っている。加えて，各費目の都市による
違いが大きい。例えば，衣服費について実態
生計費と標準生計費の差額は，ワシントン

ではマイナスになっているが，他の都市
ではプラスになっている。実態生計費と標準
生計費の差額がプラスであっても，都市間で
その額に大きく異なっている。
標準生計費と実態生計費の費目ごとの違い

が大きい理由として，以下の三点が考えられ
る。第一に， の標準生計費が地域間の消
費習慣の違いを反映していないことである。

表５ ３都市の所得分布と所得階級別世帯規模と平均支出額
ドル

未満
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

以上

ワシントン

各所得階級に属する世帯の割合（％）
平均世帯規模 （＊）
平均支出額（ドル） （＊）

リッチモンド

各所得階級に属する世帯の割合（％）
平均世帯規模
平均支出額（ドル）

マンチェスター

各所得階級に属する世帯の割合（％）
平均世帯規模
平均支出額（ドル）

（出所） （ ）， ， ， ， ， ， より作成。
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費目の中に含まれる品目の量を固定して地域
ごとに生計費を算定するので，地域ごとの消
費習慣は考慮できていない。第二に，先ほど

も述べたように， 字型のロジスティック曲
線が全ての品目について当てはまらないと言
うことである。特に表 にある家具や備品と

表６ 実態生計費と標準生計費の比較
（単位：ドル）

年実態生計費 年標準生計費 実態生計費と標準生計費の差額
リッチ
モンド

ワシントン マンチェスター リッチ
モンド

ワシントン マンチェスター リッチ
モンド

ワシントン マンチェスター

食事 ，）

外食 － － － － － －
住居 ） － － －
地代，熱，電気，ガス，水道 ） － － －
家具 ）

備品 ）

衣服 ） ⎫
｜
｜
⎬
｜
｜
⎭

⎫
｜
｜
⎬
｜
｜
⎭

－
夫
妻
男児
女児

医療 ⎫
｜
｜
｜
｜
⎬
｜
｜
｜
｜
⎭

⎫
｜
｜
｜
｜
⎬
｜
｜
｜
｜
⎭

－ －

医療，歯科サービス
夫
妻
男児
女児

病院サービス ）

支給品，めがね
移動費 ） － － － － － －
車あり ） － － －
車なし －

他
読み物およびレクリエーション ）

個人ケア ）

タバコ ）

公立学校費 ） －
贈り物，寄付 ）

他 ） － － －
他の支出 ） － －
税 ）

貨幣所得
他の貨幣収益
純剰余金
純損失
収支 － － －
（原注）
）購入されるまた自宅外で消費される食事，飲み物と間食を含
む
）仕事，学校に持っていく昼食を含む
）地代，暖房燃料，電気 ガス 水道，家具，世帯必需品
）特定の住宅基準を満たす住宅に住む住人によって払われる賃
貸料の平均プラス燃料，電気等の費用，地域による変化は考
慮される
）家具；洗濯機のような装置，皿，モップ調理道具のような家
庭用品
）掃除のための石鹸，紙，ごみ処理費用
）気候によって異なる場合はそれを考える
）団体入院計画のあるところではその会員費用を表す
）自動車所有者の平均は人口 以上と人口 ～

人の都市それぞれで加重平均。

）自動車購入の平均配分を含む
）新聞，雑誌，ラジオ，映画，おもちゃなど
）散髪，理容サービス等
）シガレット，シガー，パイプタバコ
）公立学校で用意されないテキスト，学校行事のための支出の
平均
）クリスマス，誕生日のプレゼント，寄付，地域福祉
）自宅外での宿泊，子供のための音楽，ダンスレッスン，雑費
のうち ドルはコミュニケーション（電話，はがき，便せん）
への出費
）税，生命保険，雇用保険，職業的な出費（組合費等）
）人頭税のような，政府と地方所得税，個人税
）この額は［生計費用の試算］と呼ばれる，それは，保険，職
業的な支出が国の平均で求められ，税は地方，国の要求を基
礎に課せられるからである

（注） 費目の脚注番号ならびに原注は標準生計費についてのもの。
（出所） （ ）， ， ， （ ）， ， ， ， ， ，

より作成。
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いった耐久消費財については， 字型の曲線
は当てはまらない。表 をみると，家具や備
品に関して実態生計費と標準生計費との差が
大きい。第三に， の設定する一定量・品
質の財・サービスを実態では消費しないと言
うことがある。

４ むすびにかえて
大恐慌期から戦後にかけて連邦政府が算定
した標準生計費の意義と限界を述べることで
むすびとしたい。

世紀初頭の の標準生計費は，ある
地域・ある特定の労働者世帯を対象としたも
のであり，その算定結果は実態とかけ離れた
ものであった。 年代の ，第二次大
戦後の の標準生計費は，その算定対象
地域の拡大と言う点で評価できる。しかしな
がら， （ ）の見解に反して，
地域特有の消費習慣を考慮せず価格付けして
いくと言う方法は，結果として，実態生計費
と標準生計費の費目ごとの違いを大きくする
こととなった。また，食料や住宅など専門機
関の推薦基準のない費目を「科学的基準がな
い費目」として一括りにするという の
方法には無理があると言わざるを得ない。実
際に，本稿の分析では，特にロジスティック

型の曲線を当てはめた標準生計費の費目と実
態生計費の費目の間に大きな差が見られた。

は，生活標準が社会・経済の変化にあ
わせて相対的に決定されるものとし，実態と
照らし合わせたあるべき生活標準を客観的に
測定するために努力した。この点は評価でき
る。しかしながら，費目に含まれる品目の選
択方法とその量の決定方法の仮定は不十分な
ものである。このような の標準生計費
の問題点への議論は， 年代になされる
こととなる。そこでは － － 法が内包する問
題は不問にされたが，一方で，品目リストの
更新，算定対象地域の拡大（郊外まで），三
つの生活水準の設定（様々な行政機関からの
ニーズによる）がなされた。しかしながら，
アメリカの連邦貧困基準として採用されたの
は， が算定した生計費ではなく，社会保
障局（ ）の研究
員であった が算定した生計費
である。
生活標準が社会・経済の変化にあわせて変

化するという考え方は，アメリカ連邦貧困基
準の設定とその更新の中で排除されることと
なる。 年代における の議論，なら
びに，連邦貧困基準の設定の過程ついては稿
を改めて述べることとしたい。

注

） － （ ）を参照。
） （ ）， を参照。建設事業の中で最大の事業は，ハイウェイ・
道路・街路の新規建設，修繕であり，これに公共建築物の新規建設・修繕が続く。一方，非建設
事業には，裁縫（ ），調査研究，教育，公文書の記録があった。

） （ ）によると，予算不足原理のもとで，州は地域の救済局に対
して連邦政府の補助金を，⑴標準食料一覧表（ ）をもとに世帯人員の数・
年齢・必要性に応じて決定される食料および食べ物の注文と食料手当，⑵必要に応じた住居に関
する注文と手当，⑶現在のニーズに対応した電気・ガス・燃料・水に関する注文と手当，⑷必要
な家庭用品の注文と手当，⑸緊急の必要性に十分対応できる衣服および衣服の注文と手当，⑹薬・
医療用品および自宅で行われる治療に対応する注文と手当，に応じて配分した。そして，これら
必需品として定義される財やサービスを提供するために州は，すべての困窮している失業者およ
びその扶養者が，肉体的な苦痛を防ぐことができているか，最低限の生活標準を維持できている
かを見きわめる必要があった。実際には，⑴個人および世帯の週あたりのニードの試算，⑵週あ
たりの世帯収入の試算がなされ，⑶手当の基準は世帯が自らの資源から世帯のニードを満たせな
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い程度の額（ニードと世帯収入の差額）であった。 （ ）， －
を参照。

） （ ），および，新井（ ）を参照。
） （ ）， － ，ならびに， （ ）， － を参照。
） （ ）， － ，ならびに， （ ）， （ ）を参照。
） （ ）， － を参照。なお， の標準生計費以外に用いられた生
計費は， の調査研究結果と の研究結果であるとされる。
の調査研究結果については， （ ）を参照。 （ ）は， が算定した生計

費の価格を 年 月のデータに更新したものである。同文献には，地域によって異なる消費
習慣を完全に捉えることの困難性についての記載もある。
） （ ）は，費目と品目リストを提示したものであり，それをもとに
（ ）で生計費の地域間比較がなされている。
）二つの生計費水準を設定する理由として （ ）は，緊急の状況下において，個人
や社会集団の痛みを最も少なくする場合，維持生計費水準をどれだけ切り下げられるのかを突き
止めるためと述べている。 （ ）， を参照。
）各費目の中に含まれる品目の価格調査の詳細については （ ）を参照。
）なお，この実態生計費は，各調査の調査対象全世帯の平均ではなく，低所得世帯の実態生計費と
なっている。ここで言う低所得世帯とは，賃金稼得者および事務労働者世帯で，消費単位当たり
の支出が ドル未満の世帯のことを言う。ここで言う消費単位とは，各世帯人員の要求
（ ）を成人男性 人あたりの要求に換算したものである。
） （ ）を見ても，費目の中の品目の選定の理由については明示されていない。
何らかの調査研究があるはずであるが，資料として明示することはできなかった。
） （ ）， － を引用。
） － （ ）， － ならびに （ ），

－ を参照。議会側からの要求として，第一に，アメリカ人世帯によって購入される典型
的な財・サービスの費用の相対的な違いを表すこと，第二に，異なる都市で，健康と能率の維持
に十分な生活を営むために必要な財・サービスを購入するためには，典型的な労働者世帯がいく
ら支出しなければならないかを金額で示すことがあった。また，議会は，大都市の典型的な熟練
労働者世帯のみならず最低賃金率の確立に利用されるような最低限の世帯生計費の算定も要求
した。一方， は，生計費研究の計画として，専門家の特別委員会を立ち上げ，その決定に依
存し，委員会が要求する二つの生計費とその品目リストに従って 都市を価格付けすると回答
している。さらに は，これまでの生計費研究より，生計費算定に必要な品目リストとその
価格の多くは利用可能であるが， 項目の品目とその価格を新たに入手する必要があること，
定期的に生計費を見直す必要があることを述べている。
）第二次大戦後に が算定した労働者世帯の標準生計費は，夫，妻，子供二人の 人世帯を算定
の対象としている。しかしながら，これでは 人世帯以外についての標準生計費は分からない。
人世帯のみの標準生計費は，賃金政策や福祉政策のための材料として欠点のあるものとなる。
異なる世帯形態で同じ生活水準を維持するための費用の算定のために， は二つの尺度を提示
している。第一は，世帯形態別の食料費をもとに標準生計費を調整する尺度である。第二は，全
所得に占める貯蓄の割合を固定して標準生計費を調整するという方法である。この計算方法は，
世帯員，もしくは世帯主の年齢（高齢者や子供）と標準生計費の関係を考慮していない。栄養基
準を根拠にするのであれば，世帯内の子供の数による調整等が必要となる。
） （ ）， を参照。
） ， － を参照。 部屋＋バスルームが 人世帯の住居基準となっている。衛生設備（水
道，台所，バスタブ，シャワー），暖房設備，電気は部屋に備わっている。また，安全（造りがしっ
かりしていること，防火設備等）についても考慮されている。
） ， を参照。
） ， を参照。
） ， を参照。
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）同調査では，収支（ ）が記載されており，各所得階級別の世帯の平均的な財
政状況を表している。表 にある貨幣所得＋他の貨幣収益＋純損失から，消費支出額＋贈り物・
寄付＋純剰余金を引くと，ほぼ全ての所得階級において収支がマイナスとなる。
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